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＜要  約＞ 

多くの企業が経営理念を掲げているが，実際に経営理念が浸透している企業は多くはない。また，理念浸透

において，特に経営理念を反映した行動をとることが困難とされる。そこで本稿では，内発的モチベーション

の視点から，経営理念への共感から経営理念を反映した行動へのメカニズムを研究した。サービス業の従業員 
309 名を対象に共分散構造分析を行った結果， 経営理念への共感と経営理念を反映した行動は内発的モチベ

ーションによって媒介されること，経営理念への共感と内発的モチベーションとの関係は知覚された組織的支

援（POS）によって調整されること，内発的モチベーションと経営理念を反映した行動との関係は昇進意欲に

よって調整されることが明らかになった。媒介効果はブートストラップ法，調整効果は単純傾斜分析を用いて

確認した。本研究は経営理念への共感から経営理念を反映した行動へのメカニズムを明らかにしたことで，実

務においてより経営理念を反映した行動が浸透する一助を示唆した。 
 

 
＜キーワード＞ 

 経営理念への共感，経営理念を反映した行動，内発的モチベーション，昇進意欲，知覚された組織的支援

（POS）  

 
1 本論文の執筆にあたり，慶應義塾大学商学部王英燕教授，ならびに研究会の皆様，匿名審査員の先生

から数々の貴重なご意見，ご指導をいただいた。特に研究会のメンターの先輩方には，格別のご指導を

いただいた。ここに記して心から感謝を申し上げたい。 



 
 

2 

1.はじめに 

 新型コロナウイルスの流行が企業活動に影響を与えている中，経営理念が再注目されている。林（2021）

によると，コロナ禍において，企業の創業の理念，存在意義を表した経営理念に立脚した経営判断を行

い，原点に回帰する姿勢が重要である。このように現在注目されている経営理念であるが，多くの企業

が経営理念を掲げている。労務時報の調査（2016）によると経営理念がある企業は 90.6%，1000 人以

上規模では 100％が「ある」と回答した。 

さらに理念を掲げるにあたり重要なのが理念浸透である（橋本, 2017）。経営理念の浸透に関しては，

その重要性について幾度となく言及されながらも蓄積が少ない研究分野であることが指摘されている

（北居・田中，2009）。理念浸透とは，組織成員が経営理念を理解し，行動の指針となったり行動に反映

されていたりすることを定義するものである（北居，1999；松岡，1997；高尾・王，2012）。株式会社

リスキーブランドの調査（2015）によると，理念浸透している企業の方が，理念浸透をしていない企業

に比べ，収益性があり，成長力があり，企業の雰囲気に活気があるという結果になった。また経営理念

の浸透度が顧客満足と従業員満足を両立させている（松葉，2008）とも述べられてこのことから理念浸

透には多くの利点があると考えられる。 

しかし，HR総合研究所の調査（2013）では半分以上もの企業が理念浸透できておらず，株式会社リ

スキーブランドの調査（2015）では 26.7%の企業しか理念浸透ができていないことが明らかになった。

また，松岡（1997）は理念主導の組織でさえその末端まで経営理念を浸透させるのは現実には困難だと

も述べており，このことから多くの利点があるのにもかかわらず経営理念を浸透させることは困難であ

り，実際に理念浸透できている企業は多くないと考えられる。 

この理念浸透については複数の段階から研究されてきた（橋本，2017）。理念浸透の研究に関しては，

共感から行動への反映という直接効果に加え，共感から内容認識を経て行動に反映する間接効果を踏ま

えると，経営理念への共感を醸成することが経営理念浸透を図るうえで第１の鍵となる（高，2010）と

いうことや，理念に特に共感することがなければ，経営理念を反映する受動的行動関与は生じづらいと

解釈することが可能である（橋本，2017）というように，「共感」と「行動」の二つが注目されている。 

このことに関して高尾・王（2012）は，情緒的共感に関しては理念浸透度の低い会社でも否定的な態

度を示していないが，行動的関与の要素は理念志向的企業であっても肯定的な態度を示しておらず，理

念浸透度の低い企業では否定に近い結果となっていることを明らかにした。この結果から「経営理念へ

の共感」と「経営理念に基づく行動」との間にはギャップが大きいとして，自社の経営理念に対して共

感しながらも行動に反映されていない実態が明らかになったと結論付けている。 

これらの先行研究を踏まえると，共感と行動のギャップを解決するために，共感がどのようなメカニ

ズムで行動に繋がるかを議論することが重要である。行動アプローチの研究では，従業員のモチベーシ

ョンが重要な媒介メカニズムの一つとして考えられている（竹内，2017）。例えば，モチベーションによ
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って知的創造行動（堀江・犬塚・井川，2007）や組織市民行動（Ingrams,2020）が促進されることが明

らかになっている。このことから，本稿ではモチベーションに着目する。柴田（2014）が経営理念と従

業員のモチベーションとの関係について調査をしたところ，関係があると回答した人が 37.6％，やや関

係があると回答した人が 39.6％であった。また廣川（2017）は，経営理念の浸透が組織成員の内発的モ

チベーションを高める可能性を示唆したことから，経営理念の共感から行動へのメカニズムにはモチベ

ーションが密接に関係すると考えられる。 

従業員のモチベーションは，そのパフォーマンスを規定し，企業業績にも大きな影響を与えることか

ら，従業員のモチベーションを高めるための施策が重要になる（土田，2017）。株式会社 JTB モチベー

ションズ（2014）は社員のモチベーション向上に関しどのような施策が行われているか調査した。収集

された 293 の施策を内容別に集計した結果，14項目の中で最も多かったのは「キャリア・成長の支援」

であった。 

 

図 1 企業のモチベーション向上施策の内容（293 件中の割合を％表記。一件に複数の内容を含む） 

 
出所：株式会社 JTB モチベーションズ（2014）を元に作成 

 

国内の先行研究でも，福岡（2004）は， ソーシャルサポートがモチベーションを高めると述べてい

る。また北居・田中（2006）は，経営理念を実践できるような支援がある場合に，経営理念への浸透が

促進すると述べている。こうした支援やサポートに対する従業員の認知を包括的に表す概念として，知
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覚された組織支援（Perceived Organizational Support，以下 POS と表記）が存在しており（Eisenberger 

et al,1986），本稿でもモチベーションと関連して POS にも着目する。 

さらに， モチベーションと行動の関係は一様ではない。個人が組織目標に高いレベルでコミットして

いるときモチベーションと知的創造行動の関係が強まり，モチベーションが知的創造行動を促進するこ

とが明らかになっている（堀江ら，2009）。このことからモチベーションと行動の関係を調整するよう

な変数があると考えられる。行動変容をもたらすものとしては目標が代表的であり（堀江ら，2009；塩

月ら，2019），目標の中でも，個人目標と組織目標にはギャップが存在するとされている（水野，1994）。

そしてそのギャップを埋めるための概念として昇進意欲に注目する。なぜなら昇進意欲の高い人は個人

目標を持っていると同時に，組織の目標を達成するために組織寄りの行動をすることが明らかになって

いるからである（Lee et al, 2019）。岩森（2017）は昇進できなかった課長たちの昇進意欲が必ずしも低

下しなかった理由として，「経営理念の共有・浸透」を促進する理念型研修が重要な役割を果たしている

可能性が大きいと解釈されると述べている。これらから，経営理念のある企業において，昇進意欲，モ

チベーション，そしてそれによる行動には関係があると推察できる。 

以上の論点をまとめると，本研究の問題意識は以下の三つである。まず，経営理念への共感から経営

理念を反映した行動へのメカニズムについて，モチベーションの観点から研究する。次に，モチベーシ

ョンに関連して，知覚された組織的支援がどのように機能しているのかについて検証を行う。最後に，

行動を高める過程の中で，昇進意欲がどのように機能しているのかについて検証を行う。 

 

2. 先行研究 

（１）理念型経営について 

１）理念型経営の実態 

本研究で中心として扱う「理念」を用いて実践する経営を理念型経営と呼ぶ。理念型経営は，高尾・

王（2012）によって「組織として公表している，成文化された価値観や信念の実現を目指す経営活動」

と定義されている。日本における経営理念の発展として，例えば，日本を代表する大手総合商社である

伊藤忠商事は，「三方よし」という経営理念を掲げている。三方よしとは，近江商人が自分の利益よりも

ビジネスの土台となるその土地や社会を優先するという精神を掲げたものであり，日本では古くから商

業，すなわち経営において理念が重視されていたことがうかがえる。さらにその後，日本を代表する経

営者，松下は，『理念型経営の軸となる経営理念の必要性を明示した。その後，日本の経営理念研究にお

いても，経営理念の問題が意識され，多くの研究の蓄積がある（横川，2010）。 

このような状況の下で，現代でも日本の多くの企業でも積極的な理念型経営が行われている（横川，



 
 

5 

2010）。例えば，トヨタ自動車は，経営の核として経営理念を貫いている。トヨタ自動車の，「幸せを量

産する/可動性を日本の可能性に変える」という理念は同社の DNA となっている。このように日本が経

営理念を掲げ，実践する傾向にあるのは，古くから理念が重要視されていたという理由に加えて，現代

日本企業において，従業員の不祥事，ダイバーシティ・マネジメントの推進，個人の社会的アイデンテ

ィティの確立・維持の困難等の理由から，経営理念を用いた理念型経営への関心が高まっている故であ

る（廣川・芳賀，2015）。 

２）経営理念について 

ここまでで日本における理念型経営の実態を概観したうえで，経営理念について検討する。本研究で

はモチベーションを扱うため，それに関連して間（1984）による「経営上の諸制度の中に体現されて経

営理念の統合の役割と，その目標を示すと同時に，構成員を動機づけ，企業の内外の人々から正統性を

得ようとするイデオロギー」という定義を用いる。 

次に，経営理念の機能について触れる。経営理念には「経営内部の統合機能」と「経営外部に対する

適応機能」のメイン機能があり，「経営内部の統合機能」は「組織成員の動機付け機能」のサブ機能を有

する（北居・松田，2004）。また，経営理念に会社が社会的に意義のあることをしている内容が含まれて

おり，それが組織アイデンティティを反映していると認知している場合，個人も組織の一員としての誇

りを感じることでポジティブな自身の価値観を喚起する（高尾・王，2012）。これらの先行研究から経営

理念，及びにその浸透は個人の動機づけにつながるものであると考えられる。実際に，経営理念の浸透

がワーク・モチベーション，内発的モチベーションを高めることが示されている（高，2010；廣川，2017）。 

しかし以上のような利点が明らかになっている一方で，経営理念は多くの場合抽象的であるために，

共感した時点と比較して実践に行動に移す際に疑問やギャップが生じやすいことも指摘されている（廣

川・芳賀，2015）。さらに，国内の先行研究では，経営理念が従業員に浸透する際にいくつかの段階を経

ることは明らかになっているものの，そのプロセス，特に理念に共感してから理念に基づいた行動をす

るまでのメカニズムに着目した研究は進んでいない。よって理念への共感から行動への詳しいメカニズ

ム解明には研究の余地があるといえる。以下では，理念の浸透における共感と行動の段階に着目し検討

する。 

３）理念の浸透について：共感と行動 

初めに，理念浸透について定義する。田中（2012）により「成員が行動をとるときの指針となり，言

動に反映されている状態」と定義されている。先述の通り多くの先行研究において理念の浸透が重要で

あると指摘されており，例えば，経営理念の浸透が内発的モチベーションを高めること（廣川，2007）

が明らかにされている。これらの先行研究から，理念型経営を行うにはただ理念を掲げるだけでは足ら

ず，組織内に浸透されることで理念が機能することが言える。 

さらに理念の浸透段階に関する記述に着目すると，高尾・王（2012）により，「理念浸透は認知的理

解，情緒的共感と行動的関与の 3次元から分析可能であること」，「理念への共感を醸成することが理念
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浸透を図るうえで重要であること」が示されている。さらに橋本（2015）によると，情緒的共感に関し

ては，理念浸透度の低い会社でも否定的な態度を示していないということが示されている。すなわち，

理念型経営における理念浸透においては，第一に共感を促すことが重要であると言える。 

ここで，理念への共感は，廣川・芳賀（2015）によって「経営理念に共感している，組織成員として

の価値観と一致している状態」と定義されている。また，先述の通り経営理念は多くの場合抽象的であ

るために，実践に移す際に疑問やギャップが生じやすい（廣川・芳賀，2015）。そのため，個人の経験や

他者の行動から理念を具体化して共感・受容することによって理念を実践できると考えられる（松岡，

1997）。 

 次に，理念を反映した行動は，「経営理念や行動規範にもとづいた行動ができている状態」（廣川・芳

賀，2015）と定義されている。国内の先行研究では，高尾・王（2011）による研究によって，「経営理

念への共感」が「経営理念を反映した行動」を促すというモデルの提示に至っている。さらに橋本（2017）

によると，理念に基づいて運営されている組織においては，理念を反映する行動について受動的行動関

与と能動的行動関与という 2 つの段階があると示されている。すなわち，理念を反映した行動において

は，自身の内発的な動機付けと外部からの影響要因も存在することが考えられる。 

 

（２）モチベーションについて 

はじめにでも述べた通り，モチベーションが様々な行動に影響を与えることが示されており（竹内，

2017），例えば，知的創造行動（堀江ら，2009）や組織市民行動（Ingrams，2020）が挙げられる。さ

らに，池田（2017）やMatkovcikova（2014）によると，労働者の生産性や仕事の質を向上させる心理

的要因の一つとしてモチベーションが重要な役割を果たすことから，企業の目標は従業員のモチベーシ

ョンを高めるための戦略を考え，それを実行することとされている。 

Deci（1970）によると，モチベーションには内発的と外発的の 2 つのタイプがあると考えられている。

内発的モチベーションとは，仕事自体に動機づけられ，その報酬の典型は仕事の達成感や自己の成長な

ど内的な報酬を目標とするモチベーションである。外発的モチベーションとは，外部から与えられる報

酬を目標とするモチベーションである。先行研究では，経営理念の浸透が組織成員の内発的モチベーシ

ョンを高める可能性が支持されており（廣川，2017），内発的モチベーションは理念研究においても非

常に注目されていることがうかがえる。したがって，本研究ではモチベーション理論の中でも内発的モ

チベーションを扱う。 

先行研究においては経営理念の浸透が組織成員の内発的モチベーションを高める可能性が支持され

ており（廣川，2017），さらに大きな目的の一役を担っている自覚は内発的動機付けにもつながる（小森

谷，2011）という研究結果から，経営理念への共感は内発的モチベーションに影響を及ぼすことが考え

られる。また，内発的に動機づけられた行動は持続性が長く，創造性の要因としても位置づけられると

されており（Amabile,1998），理念型経営を実践する企業において，理念によって従業員の内発的モチ
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ベーションを高めることが非常に重要になることが示唆されている。さらに，佐藤（2014）によると内

発的モチベーションは人々が行動に関心を見いだし，行動それ自体から内在的な満足を得るという理由

で行動することをともなっている。すなわち，内発的動機づけとは，面白いと感じる特定の課題に取り

組むことそのものが目的となることを意味する。このことから，自らが共感する理念の達成を目的とす

ることによって内発的モチベーションが高まることが示唆されているといえる。 

 

（３）知覚された組織的支援（POS）について 

POS は Eisenberger&Stinglhamber（1986）により「組織による従業員への支援について従業員個人

が抱く全般的な信念を表す概念」と定義されている。POS は，自分自身の貢献に対する組織からの肯定

的な評価という側面と組織による自身の well-beingへの配慮という側面の，論理的には異なる 2 つの側

面を含んでいるという特徴がある（Eisenberger et al，1986；Eisenberger・Stinglhamber，2011）。ま

た， POS が提示されたことにより，社会的交換の観点から，働く人々が組織に対するコミットメント

を抱き，組織のためにさらなる努力をするようになるプロセスを説明する POS 論が提唱された

（Eisenberger et al，1986）。POS 論の特徴は，組織から個人へのコミットをより強調していることで

あり，POS が高い人は，組織が自分の存在価値と貢献を高く評価し，自分のことを気にかけている，良

く扱っているという信念を持つ。さらに，組織に対して肯定的な態度をとりやすく，組織のために努力・

貢献するモチベーションが高い（蔡，2016）。なぜなら，POS が高い人ほど，組織に対する心理的な義

務感を感じやすく，それを果たそうと努力する可能性が高いことがあげられるからだ（Wayne・Linden，

1997）。これらの研究から，POS が内発的モチベーションにおける影響要因になっていることが考えら

れる。 

 

（４）昇進意欲について  

モチベーション研究のなかでも認知的方略論（Cantor et al，1987）において行動意欲に影響を与え

る要因は個人の性格によって異なることが指摘されている。個人の認知方略は過去のパフォーマンスに

対する評価と，将来に対する期待の高低によって４つに分類されるとされ，特に"方略的楽観主義

（strategic optimism；以下，SO）"は過去のパフォーマンスについてのポジティブな認知を持ち，かつ

将来への高い期待を持つとされ，"非現実的楽観主義（unjustified optimism；以下，UO）"は過去のパ

フォーマンスをネガティブに認知しているが，将来への高い期待を持つと定義される（Norem & Cantor，

1986）。 

達成動機理論との関連性を指摘した研究（例えば光浪，2010；Yamawaki et al，2004）は，将来に対

して低い評価を持つ"防衛的悲観主義（defensive pessimism；以下，DP）"や，"真の悲観主義

（regular/realistic pessimism；以下，RP）"と比較して，SO者，UO者は達成欲求が高く，課題の熟

達への意欲が高いことを明らかにした。本研究では理念浸透のメカニズムをモチベーションの観点から
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研究するため，この個人差にも注目する必要があると考えられる。特に理念が持つ組織成員への動機付

けといった特性（北居・松田，2004）から，本稿では達成欲求が高いとされる SO 型，UO 型に着目す

る。さらにより実務における汎用性を高めるため，これらの分類に共通する「未来への高い期待」を昇

進への期待と捉え，昇進欲求に着目する。 

昇進意欲についての先行研究においても，昇進目標はモチベーションと知的創造行動の関係を強める

個人目標にあたること（山本，2002），昇進意欲が仕事の意欲を高めて行動力を促進すること（村杉・三

木，1990）などが明らかにされている。なお本研究において昇進意欲とは「現在の地位をより高いもの

にしようとする意欲」と定義する。 

 

3. 仮説 

 先行研究から，経営理念を反映した行動の影響要因について，経営理念への共感，内発的モチベーシ

ョン，POS，昇進意欲を検討する必要があることが示された。本研究では目標設定理論を踏まえ，経営

理念を反映した行動の影響要因として経営理念への共感が内発的モチベーションを媒介することで与

える影響について検討する。さらに，経営理念への共感と経営理念を反映した行動，内発的モチベーシ

ョンの三者の関係に POS と昇進意欲がどう影響するのかを検討する。  

 

（１）経営理念への共感と経営理念を反映した行動：内発的モチベーションの媒介効果 

はじめに経営理念への共感と内発的モチベーションの関係を，目標設定理論に基づいて説明する。

Locke（1968）は目標設定理論において，目標が人間の動機づけに大きな影響を与えるとした。また，

課題への動機づけは，目標が明確かつ行為者が受容しているという条件において，困難度が増すほど高

まると考えられている。同時にこの理論は目標の受容とコミットメントの重要性を指摘しており，困難

度が高いほど意欲が湧き達成行動が強化されるのは，あくまでも人がその目標を受け入れ，コミットメ

ントを持つ場合に限られるとされている（Locke，1969）。この理論を本研究に応用すると，目標達成へ

の高い動機付けの前提には目標の受容が必要であり，経営理念への共感は内発的モチベーションに正の

影響を与えると考えられる。したがって，経営理念に共感したとき，個人の内発的モチベーションが高

まることが考えられる。 

次に，内発的モチベーションと経営理念を反映した行動の関係を，計画的行動理論に基づいて説明す

る。計画的行動理論とは，ある行動に対する「態度」「主観的規範」「行動の統制感」が行動意思を形成

し，行動意思が行動を規定するというものだ（Ajzen,1991）。行動に対する態度とは，ある行動に対する

当事者の認識とその行動の結果への評価・価値を，行動意思はある行動を起こそうと思う気持ちの強さ
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を示す（Ajzen,1991）。ここで本研究の内発的モチベーションの定義に立ち返ると，内発的モチベーショ

ンがある状態は，仕事をするという行動に対し自身のモチベーションを高める認識があり，最終的な結

果に対しての内的報酬を価値あるものと評価している状態と言い換えられる。すなわち内発的モチベー

ションは，計画的行動理論における行動に対する態度に一致するといえる。したがって，内発的モチベ

ーションは経営理念を反映した行動に正の影響を与えると考えられ，内発的モチベーションが高いと経

営理念を反映した行動をしやすくなると考えられる。 

さらに，廣川（2017）により，経営理念への共感的理解と期待行動はサイコロジカルエンパワーメン

トによって媒介されることが示されている。サイコロジカルエンパワーメントとは内発的モチベーショ

ンの指標であり，職務遂行を通じて内発的に動機づけられた状態のことを，期待行動とは経営理念の浸

透によって期待される行動を指す。すなわち，サイコロジカルエンパワーメントは内発的モチベーショ

ンに一致すると言える。 

以上を整理すると，経営理念への共感と経営理念を反映した行動の関係は，内発的モチベーションに

よって媒介されると考えられる。ただし，両者の関係を媒介する他の要素が存在する可能性もあるため，

完全媒介ではなく部分的媒介であると考えた。例として廣川（2015）が示す通り，「経営理念の理解」が

挙げられる。ここでの理解とは，経営理念の内容を説明できる状態に加え，自分の立場や役割において

どんな行動を取れば経営理念の実践に繋がるか理解している状態を指す。以上を仮説として整理する。 

 

 仮説 1：経営理念への共感と経営理念を反映した行動の関係は，内発的モチベーションにより部分的

に媒介される。 

 

（２）経営理念への共感と内発的モチベーション：POS の調整効果 

 次に，経営理念への共感と内発的モチベーションの関係に影響を与えるものとして，POS に注目する。 

 本研究での POS の定義は，先述の通り「従業員の貢献を組織がどの程度評価しているのか，従業員の

well-being に対して組織がどの程度配慮しているのかに関して，従業員が抱く全般的な信念であり，個

人と組織との関係性の質を表す概念」（Liu，2009）である。大きな目的の一役を担っているという自覚

は内発的動機付けにつながる（小森谷，2011）のであり，ここでの「目的の一役を担っている」感覚は，

企業の目標である経営理念に共感しているときに生まれるものだと言える。本研究における経営理念と

は，間（1984）が示すように，企業の目標や目的を示すものであり，個人が経営理念に共感している状

態においては，企業の目標や目的を達成しようとその個人が感じている状態であるためだ。 

POS が高い状態においては，「個人は組織に自分の貢献を十分に評価されている」「組織から自分への

配慮が十分である」などと感じやすい（佐藤，2014）。なお，社会的交換理論では，人は様々な「報酬」

を交換していると説明する（Blau，1964）。これに基づくと，組織から適切な評価や配慮などの「報酬」

を得た個人は，組織の一員として自らの職務を全うしたり，組織に貢献したりすることで組織に「報酬」
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を返すことを試みる。つまり，POS が高いとき，従業員は組織に対する報酬を返すために組織の一員で

ある自覚をより強く持つと考えられる。ここにおいて，経営理念への共感が内発的モチベーションに及

ぼす影響が強まり，両者の関係性がより強くなることが推察される。一方で，POS が低い状態において

は，個人は組織から評価や配慮などの「報酬」を感じない。この状態では，組織の一員としての自覚は

芽生えないため，モチベーションの向上が抑制される。さらに，経営理念への共感が低いときに，POS

の高さにかかわらず，内発的モチベーションが低いレベルである。以上から，経営理念への共感と内発

的モチベーションの関係を，POS がより強めると考えられる。 

 

 仮説 2：経営理念への共感と内発的モチベーションの関係は POS によってモデレートされる。POS

が高いと両者の関係がより強まる。 

 

（３）内発的モチベーションと経営理念を反映した行動の関係：昇進意欲の調整効果 

次に，内発的モチベーションと経営理念を反映した行動の関係に影響を与えるものとして，昇進意欲

に注目する。 

昇進意欲とは，自分の現在の役職より上の役職や管理職を目指す意欲のことであり，昇進により，よ

りやりがいのある仕事を任せられたり，名誉や尊敬を集めたりすることができる（川口，2012）。一方で

経営理念とは，創業者や経営者などの価値観や信念が強く反映されたものであり（高尾・王，2012），経

営者や経営者に近い立場にある管理職の従業員は，経営理念に沿った行動が周囲から求められると言え

る。実際，E. Schein（1985,1999）の定義する理念浸透メカニズムの中の「一次浸透メカニズム」とは

リーダー自らの行動による浸透方法を指すが，横川（2010）は「幹部リーダーの採用，選抜，昇進の決

定は経営理念の理解度を前提にしている」ことをこの一次浸透メカニズムの一つに位置づけている。昇

進意欲が高い状態では，仕事にやりがいを求め，また，経営理念を深く理解している経営層に近づこう

とするため， 内発的モチベーションを持つ個人は，仕事において経営理念に沿った行動をとりやすいと

予想される。一方で，昇進意欲が低い状態においては，上の役職や管理職を目指していないため，個人

が内発的モチベーションを持ち，仕事を通して達成感を得たり，成長しようとしたりしいても，実際の

行動は抑制される。さらに，内発的モチベーションが低いとき，昇進意欲にかかわらず，経営理念を反

映した行動は取りにくい。以上から，昇進意欲が高い状態において，内発的モチベーションが経営理念

を反映した行動に与える影響が強まり，両者の関係性がより緊密になることが推察される。 

 

 仮説 3：内発的モチベーションと経営理念を反映した行動の関係は昇進意欲によってモデレートされ

る。昇進意欲が高いと両者の関係がより強まる。 
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4. 調査方法 

（１）調査の手続き 

調査にはウェブ調査サービスの『Fastask』を利用した。まず予備調査として『Fastask』に登録され

たモニターから調査対象者の絞り込みを行い，そのモニターを対象として本調査を行った。 

予備調査では，回収目標を 2000 人に設定し，マニュアルに従って 10000 人程度に配布した。この際，

サービス業界の正社員のみを配布対象とした。理由は，松葉（2008）が「対人サービス企業では，従業

員が経営理念を理解することを通じての顧客満足提供があってこそ，企業の目的が実現できる」と指摘

するなど，サービス業は従業員個人が理念を踏まえて行動することが重要な産業であり，本研究におい

て適切な業界だと判断したためだ。質問内容は，勤務先企業の従業員規模，回答者の雇用形態・勤続年

数，勤務先企業が上場企業か否か，勤務先企業の経営理念を知っているか否か，の 5 つとした。予備調

査を踏まえ，調査対象は，上場企業または従業員数 1001 名以上の企業に勤める正社員のうち，勤務先

の経営理念を知っていると答えた人とした。 

予備調査の結果，本調査に相応しい対象者サンプルは 349 名であった。以上の調査対象者に対し，本

調査を 2022 年 9 月に行った。回収目標は 300 名で，目標を超える回答数である 309 名から回答を得

た。調査対象者 309 名のプロフィールを表 1 で示す。 

 

表 1 調査対象者のプロフィール（計 309 名） 

性別 男性 女性 

195 人 114 人 

年齢 20〜29歳 30〜39歳 40〜49歳 50〜59歳 60歳以上 

62 人 86 人 72 人 64 人 25 人 

 

（２）測定尺度 

１）経営理念への共感について 

 経営理念への共感について，王・高尾（2012）の質問項目，橋本（2017）の質問項目，小玉（2011）

の質問項目を 7 つ採用した。これらの項目はいずれも 7 点尺度で測定した。 

２）経営理念を反映した行動について 

 経営理念を反映した行動について，王・高尾（2012）の質問項目，橋本（2017）の質問項目を 6 つ採

用し，同様に 7 点尺度で回答を得た。 

３）内発的モチベーションについて 

 内発的モチベーションについて，堀江ら（2007）の質問項目のうち，Intrinsic Motivation に関する

ものを 5 つ採用し，同様に 7 点尺度で回答を得た。 
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４）POS について 

 POS について，佐藤（2014）の質問項目を 9 つ採用し，同様に 7 点尺度で回答を得た。 

５）昇進意欲について 

 昇進意欲について，渡邊・岩瀧・山﨑（2018）の質問項目を 6 つ採用し，同様に 7 点尺度で回答を得

た。 

 

5．分析結果 
 

（１）因子分析 

 上記の測定尺度全ての質問項目（合計 33項目）の平均値，標準偏差を算出した。これらのうち天井効

果とフロア効果が見られたものは存在しなかった。 

 因子分析には統計ソフト SPSS を用いた。33項目に対して主因子法・プロマックス回転による因子分

析を行い，5 因子構造が妥当であると示された。複数の因子に高い因子負荷量を示した項目と，十分な

因子負荷量を示さなかった項目を計 5項目除外し，複数回因子分析を行った。結果は表 2 に示す。各因

子の平均，SD，信頼性 αは表 3 の通りである。 

 第 1因子は 8項目で構成されており，佐藤（2014）の質問項目における「POS」に該当するものであ

った。そこで「POS」因子と命名した。  

 第 2因子は 7項目で構成されており，いずれも経営理念への共感について尋ねた王・高尾（2012），

橋本（2017），小玉（2011）の質問項目であったため，「経営理念への共感」因子と命名した。  

 第 3因子は 6項目で構成されており，「昇進意欲」について尋ねる渡邊・岩瀧・山﨑（2018）の質問

項目であったため，「昇進意欲」因子と命名した。 

 第 4因子は 5項目で構成されており，いずれも堀江ら（2007）の質問項目における「内発的モチベー

ション」の下位尺度と一致するため，「内発的モチベーション」因子と命名した。  

 第 5因子は 3項目で構成されており，いずれも経営理念を反映した行動について尋ねた王・高尾

（2012），橋本（2017）の質問項目であったため，「経営理念を反映した行動」因子と命名した。  
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表 2 因子分析結果 

項目内容 1. 
POS 

2. 
経営理

念への
共感 

3. 
昇進意
欲 

4. 
内 発 的

モ チ ベ
ー シ ョ

ン 

5. 
経営理

念を反
映した

行動 

組織は私の仕事における全般的な満足を気にしてくれる .861 -.058 -.114 .015 .091 

組織は私の仕事をできるだけ面白くしようとしてくれる .860 -.007 -.105 -.042 .021 

組織は私の業績に誇りを持っている .848 -.059 -.027 -.078 -.015 
他の人が私の意見に反対していても，組織は私の味方をしてく

れると思う .834 .063 .038 -.036 -.068 

組織は私の価値観をとても考慮してくれる .834 .068 -.004 .150 -.088 

組織は私ができうる限り最高の仕事を与えたいと思っている .768 -.042 .105 .042 -.086 

組織は私の業績に誇りを持っている .750 .076 .121 .047 -.031 

組織は私の仕事をできるだけ面白くしようとしてくれる .647 -.043 .100 -.033 .182 

自社の経営理念や行動指針に共感を覚える -.106 .859 .039 .073 -.090 

私の価値観と自社の経営理念は矛盾しない -.033 .855 .002 -.030 -.041 
この会社の経営理念と私の価値観との間に多くの共通点を感じ

ている .001 .793 .038 .015 -.029 

この会社の目標は，私が目指している目標と同じだ .128 .763 -.074 -.006 .096 

自社の経営理念は仕事上の難関を乗り越えるうえで助けとなる .065 .728 .000 .070 .002 

この会社の経営理念は仕事上の難関を乗り越える上で精神的な
助けとなる -.005 .708 -.013 -.089 .236 

この会社が事業で成功すると，自分のことのようにうれしい .055 .708 -.004 .079 .039 

組織の中で出世し高い地位につきたい .042 -.132 .923 -.060 .073 

将来は他の人々を指導し，管理職として仕事をしたい -.030 -.032 .904 .006 .035 

会社の重要幹部になりたい .078 -.215 .857 .000 .135 

いずれは昇進したいと思う .006 .153 .841 -.020 -.084 

組織で評価され，リーダーに任命されれば受ける -.158 .119 .804 .109 -.005 

組織で評価され昇進したい .051 .165 .768 -.035 -.150 

現在の仕事は，おもしろく今後も続けていきたい .021 -.058 -.011 .895 .021 

自分の能力は現在の仕事に活かせている -.012 .085 -.009 .858 -.056 

現在の仕事から達成感を得ている -.055 .175 -.027 .747 .020 

いつも忙しく仕事ができることは良いことだ .073 .034 .008 .677 -.002 
給与・賞与が変わらなくても，今後さらに難しい仕事に取り組

みたい .101 .081 .079 .463 .143 
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項目内容 1. 
POS 

2. 
経営理

念への

共感 

3. 
昇進意

欲 

4. 
内 発 的
モ チ ベ

ー シ ョ

ン 

5. 
経営理
念を反

映した

行動 
袋小路に陥ったとき，解決のヒントを得るため，経営理念にま

で立ちかえることがある -.022 -.060 .028 .091 .878 

難問に直面したとき，経営理念にまで戻って考えるようにして
いる .000 .004 -.061 .105 .849 

社内宛の文書やメールで，経営理念を引用したり，言及したり

したことがある .006 .192 .060 -.185 .743 

因子寄与 12.659 3.139  2.109 1.286 0.948 

因子寄与率（％） 43.651 10.825 7.272   4.371 3.286 

 

 

（２）平均，標準偏差，信頼性係数 αと相関関係 

 独立変数，従属変数，媒介変数，調整変数となる，「経営理念への共感」「経営理念を反映した行動」

「内発的モチベーション」「POS」「昇進意欲」の平均，標準偏差，信頼性係数 αと相関関係を調べたも

のが表 3 である。この結果からは，経営理念への共感と経営理念を反映した行動（r=0.629，p<0.01），

内発的モチベーションと経営理念を反映した行動（r=0.541，p<0.01）など，全ての変数間において正の

有意な相関が見られた。 

 

表 3 平均，標準偏差，信頼性係数αと相関  

 平均 標準偏差 信頼性係数 α 1 2 3 4 

1. 経営理念への共感 4.222 1.120 0.924         

2. 経営理念を反映した行動 3.679 1.303 0.891 0.629**       

3. 内発的モチベーション 4.250 1.230 0.894 0.638** 0.541**     

4. POS 4.215 1.243 0.940 0.510** 0.533** 0.574**   

5. 昇進意欲 4.130 1.482 0.940 0.388** 0.445** 0.355** 0.517** 

*p<0.05，**p<0.01 
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図２ 共分散構造分析のパス図 （注 1，2，3） 

 

 

 

注 1 †p<0.1，*p<0.05，**p<0.01，***p<0.001 

数値は標準化推定値 

注 2  GFI=0.999，AGFI=0.993，NFI=0.999， RMSEA=0.000 

注 3 パス係数は仮説に関する内容のみを示す。相関関係と誤差及び統制変数は省略。 

  

表 4 推定値の有意性検定 （標準化前の係数） 

   推定値 標準誤差 検定統計量 確率 

経営理念を反映した行動 ← 経営理念への共感 0.451 0.068 6.679 0.000 

経営理念を反映した行動 ← 内発的モチベーショ

ン 

0.189 0.065 2.933 0.003 

内発的モチベーション ← 経営理念への共感 0.533 0.049 10.813 0.000 

内発的モチベーション ← 経営理念への共感

*POS 

0.056 0.028 2.004 0.045 

経営理念を反映した行動 ← 内発的モチベーショ

ン*昇進意欲 

0.056 0.029 1.914 0.056 

内発的モチベーション ← POS 0.311 0.047 6.571 0.000 

経営理念を反映した行動 ← 昇進意欲 0.182 0.043 4.245 0.000 
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図３ 単純傾斜分析の結果 （仮説 2） 

 

図 4 単純傾斜分析の結果 （仮説 3） 
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（３）共分散構造分析 

 統計ソフト AMOS を用い，共分散構造分析によりモデルの検証を行った。図 2 は仮説の結果を検証

するにあたり共分散構造分析を行った結果である。ｶｲ 2乗=11.517，自由度=8，有意確率=0.174 と，モ

デル全体が高い水準で有意である（GFI=0.999，AGFI=0.993，NFI=0.999， RMSEA=0.000）。表 4 は

推定値の有意性検定である（標準化前の係数）。 

まず仮説 1 の検証を行う。経営理念への共感と経営理念を反映した行動の関係（β＝0.451，p<0.01），

経営理念への共感と内発的モチベーションの関係（β＝0.533，p<0.01），内発的モチベーションと経営理

念を反映した行動の関係（β＝0.189，p<0.01）は，それぞれ有意であることが確認できた。AMOS の結

果によると，間接効果は 0.143，直接効果は 0.481 となり，部分媒介が認められた。さらに，間接効果

の検定方法としてブートストラップ法を採用した。2000 回のサンプリングを行った結果，95%信頼区間

が 0.043~0.258 で 0 が含まれていなかったため，間接効果は認められた。よって仮説 1 は支持された。 

 続いて仮説 2 の検証を行う。表 4 を参照すると，経営理念への共感と内発的モチベーションとの関係

に対する POS からのパスは統計的有意を示しており（β＝0.056，p<0.05），調整効果があると判断した。

図 3 は経営理念への共感と POS に関して内発的モチベーションに対する相互作用効果を単純傾斜分析

により示したものである。POS が高い場合（単純傾斜=0.603，p<0.01），POS が低い場合（単純傾斜

=0.464，p<0.01）の両方に関して有意水準 1%で統計的に有意となった。POS の傾向が低い場合に比べ，

POS の傾向が高い場合の方が単純傾斜の値が大きく，POS の傾向が高い場合に，経営理念への共感と

内発的モチベーションの関係性を強める働きがあることを示す結果となった。よって仮説 2 は支持され

た。 

 最後に仮説 3 について検証を行う。同様に表 4 より，内発的モチベーションと経営理念を反映した行

動との関係に対する昇進意欲からのパスは統計的有意を示しており（β=0.056，p<0.1），調整効果があ

ると判断した。図 4 は内発的モチベーションと昇進意欲に関して経営理念を反映した行動に対する相互

作用効果を単純傾斜分析により示したものである。昇進意欲が高い場合（単純傾斜=0.544，p<0.01），昇

進意欲が低い場合（単純傾斜=0.371，p<0.01）の両方に関して有意水準 1%で統計的に有意となった。

昇進意欲の傾向が低い場合に比べ，昇進意欲の傾向が高い場合の方が単純傾斜の値が大きく，昇進意欲

の傾向が高い場合に，内発的モチベーションと昇進意欲の関係性を強める働きがあることを示す結果と

なった。よって仮説 3 は支持された。 

 

（４）補足分析 

 上述のモデルの正確性を検証するため，本研究で用いる 5 つの変数から構成される代替モデルの適合

度を検証した。具体的には，2 つのモデルについて検証を行った。1 つ目は，独立変数が経営理念への共

感，従属変数が内発的モチベーション，媒介変数が経営理念を反映した行動，調整変数が POS・昇進意

欲のものである。Amos を用いてモデルの適合度を確認したところ，GFI=0.992，AGFI=0.922，
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NFI=0.983， RMSEA=0.080 であり，RMSEA が一般的に指摘されている 0.050 以下の基準を満たし

ていないため，本モデルは棄却された。2 つ目は，独立変数が内発的モチベーション，従属変数が経営

理念を反映した行動，媒介変数が経営理念への共感，調整変数が POS・昇進意欲のものである。同様に

モデルの適合度を確認したところ，GFI=0.987，AGFI=0.820，NFI=0.972，RMSEA=0.140 であった。

AGFI が一般的に指摘されている 0.090 以上の基準を，RMSEA が一般的に指摘されている 0.050 以下

の基準を満たしていないため，本モデルも棄却された。さらに，代替モデルの適合度はいずれも本研究

のモデルより低いため，本研究で用いるモデルがより適切だと判断された。 

6. 考察，今後の課題  

 本研究では大きく 3 点を検証した。1 点目として経営理念への共感と経営理念を反映した行動との関

係を内発的モチベーションが媒介するのか，2 点目として POS が経営理念への共感と内発的モチベー

ションとの関係をモデレートするか，3 点目に昇進意欲が内発的モチベーションと経営理念を反映した

行動との関係をモデレートするかについてである。結果，3 つの仮説はいずれも支持された。 

 次に，本研究の貢献を 3 点述べる。1 点目は，経営理念への共感が経営理念を反映した行動を促進す

るメカニズムを明らかにすることができた点である。経営理念への共感が経営理念を反映した行動に対

して正の影響を与えることは既に先行研究で示されていたが，そのメカニズムを新たに解明できたこと

は，理念浸透に関する研究にとって大きな貢献となった。 

 2 点目は，実務における，経営理念への共感と経営理念を反映した行動の間のギャップを埋めるため

の施策の方向性を提示したことである。冒頭でも述べたように，自社の経営理念に対し，共感しながら

も行動に反映しない従業員が多いことは，理念浸透における重要な課題の一つである。本研究は，経営

理念への共感と経営理念を反映した行動の関係は，内発的モチベーションが促進することを明らかにし

た。現在は理念浸透のための施策として，理念を解説したパンフレット・カードの配布や理念の明文化

が採られることが多い（HR総合調査研究所，2013）が，本研究での仮説 1 に基づくと，内発的モチベ

ーションを高める施策もまた，理念浸透における有効な施策となり得ると指摘できる。施策例として，

内発的モチベーションの構成要素の一つである自己決定感を高めるため，従業員に自ら思考し行動を起

こす機会を与えることが挙げられる。堀井（2016）は，マネジメント・コントロールにおいて，予算の

支援型利用が自己決定感にポジティブに影響することを提言しており，これは臨機応変な対応をしたり，

新しい仕事のやり方を考えたりすることが，自己決定感を高めることを示している。 

 3 点目は，昇進意欲の調整効果を示した点である。日本国内での昇進意欲をテーマとした研究は，昇

進意欲の男女差に注目したものが多いが，本研究において昇進意欲が内発的モチベーションと経営理念

を反映した行動の関係を調整する効果があることを示したため，理念研究においても昇進意欲は重要な
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要素であることが示唆された。 

最後に本研究における課題を述べる。1 点目は，内発的モチベーションを 1 つの概念として取り上げ

ている点である。先述の通り内発的モチベーションは，「自己有能感」と「自己決定感」とによって構成

され （Deci，1980），この 2 つを別の変数として調査をした場合，異なる結果が得られる可能性がある。

2 点目は，本研究では経営理念の内容の種類を分けていない点である。実際，王（2012）は内容に関し

ても注目した研究を行っており，経営理念の中に，会社が社会的に意義のあることをしているという内

容が含まれている場合にポジティブな自己概念の喚起につながるとしており，理念の内容別に再検証す

る余地があるだろう。 
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